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資料３

上記の委託業務について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づいて、

各条項及び別紙、並びに別添仕様書によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実に

これを履行するものとする。

本契約の証として本書を２通作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。

令和２年（2020 年） 月 日

発 注 者 大阪府箕面市西小路四丁目６番１号

箕面市長 倉 田 哲 郎 □印

受 注 者 所 在 地

商号又は名称

代表者氏名 □印

業 務 委 託 単 価 契 約 書（案）
収入印紙

１ 委託業務の名称
公有用地取得及び処分にかかる

不動産鑑定評価書作成及び関連調査業務委託

２ 委託業務場所 箕 面 市 内 全 域 他

３ 履 行 期 間
着手 令和２年（2020年）１ 月 日 から

完成 令和３年（2021年） ３月３１日 まで

４

業 務 委 託 料

百 拾 億 千 百

￥

拾

３

万

０

千

８

百

８

拾

８

円

０

うち取引に係る
消費税及び地方消費税 ￥ ２ ８ ０ ８ ０

（注）「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）第 28 条第 1 項

及び第 29 条並びに地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 72 条の 82 及び第 72 条の 83 の規定により算出

したもので、契約金額に 110 分の 10 を乗じて得た額である。

５ 契 約 保 証 金 ・免除

６ 適用除外条項 ・第２条
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（総則)

第１条 発注者及び受注者は、この契約書（仕様書、図面及び質問回答書を含む。以下同じ｡）に

基づき、日本国の法令を遵守し、この契約を誠実に履行しなければならない｡

２ 受注者は、この契約の履行に当たっては、常に善良なる管理者の注意をもってこの契約に基

づく業務（以下「業務」という。）を行わなければならない。

３ この契約書に定める催告、請求、通知、報告、申出、承認及び解除は、書面により行わなけ

ればならない。

４ この契約の履行に関して発注者受注者間で用いる言語は、日本語とする。

５ この契約書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。

６ この契約の履行に関して発注者受注者間で用いる計量単位は、仕様書等に特別の定めがある

場合を除き、計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする｡

７ この契約書における期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治32

年法律第48号）の定めるところによるものとする｡

８ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする｡

９ この契約に係る一切の訴訟の提起又は調停の申立てについては、大阪簡易裁判所又は大阪地

方裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

（契約の保証）

第２条 受注者は、この契約の締結と同時に、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を納付

しなければならない。ただし、契約保証金の納付は、次に掲げる担保の提供をもって代えるこ

とができる。

(1) 国債又は地方債。この場合において提供される担保の価値は、額面金額の８割に相当する

金額による。

(2) 政府の保証のある債券又は銀行、株式会社商工組合中央金庫、農林中央金庫の発行する債

券。この場合において提供される担保の価値は、額面金額又は登録金額（発行価格が額面金

額又は登録金額と異なるときは、発行価格）の８割に相当する金額による。

(3) 銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手。この場合において提供される担保の価値は、

小切手金額による。

(4) 銀行に対する定期預金債権。この場合において提供される担保の価値は、当該債権の証書

に記載された債権金額による。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部又は一

部の納付を免除する。

(1) この契約による債務の不履行により生じる損害をてん補する履行保証保険契約の締結

(2) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証

３ 前項第１号の場合においては、受注者は履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を

発注者に寄託しなければならない｡

４ 契約金額の変更があった場合においては、契約保証金の額が変更後の契約金額の100分の10

に相当する額に達するまで、発注者は、契約保証金の増額を請求することができ、受注者は、

契約保証金の減額を請求することができる。

（権利義務の譲渡等の禁止）

第３条 受注者は、この契約により生じる一切の権利又は義務を第三者に譲渡し、承継させ、又
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は担保の目的に供してはならない｡ただし、あらかじめ発注者の承認を得た場合にあっては、こ

の限りでない。

（再委託等の禁止及び誓約書の提出）

第４条 受注者は、この契約の履行について、業務の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け

負わせてはならない。ただし、受注者が、委任し、又は請け負わせようとする受任者又は下請

負人の名称、委任し又は請け負わせる業務の内容、その他発注者が必要とする事項を書面をも

って発注者に通知し、発注者の承認を得て業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせると

きは、この限りでない。

２ 受注者が前項ただし書の規定により、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせるとき

は、次のとおりとする。

(1) 受注者は指名停止措置を受けている者（ただし、民事再生法（平成11年法律第225号）の

規定による再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成14年法律第154 号）の規定による更

生手続開始の申立てをしたことにより指名停止の措置を受けたものを除く）若しくは指名除

外の措置を受けている者又は第23条第２項第12号に該当する者を受任者又は下請負人として

はならない。

(2) 受注者は、業務上知り得た個人情報の保護及び業務上使用したデータの適正な取扱いその

他当該第三者が遵守すべき事項として発注者が定めた内容を記載した誓約書を、当該第三者

のすべての者に提出させなければならない。

(3) 受注者は、当該第三者の行為のすべてについて責任を負うものとする。

３ 受注者は、受任者又は下請負人が、箕面市暴力団排除条例（平成26年箕面市条例第44号）第

２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないことを表明

した誓約書を、それぞれから徴取し、発注者に提出しなければならない。ただし、その受任者

又は下請負人との契約において、契約金額が500万円未満の場合は、この限りでない。

４ 発注者は、受注者が指名除外措置を受けた者又は第23条第２項第12号に該当する者を受任者

又は下請負人としている場合は、受注者に対して、当該委任又は下請契約の解除を求めること

ができる。当該契約の解除を行った場合における一切の責任は、受注者が負うものとする。

（法令上の責任等）

第５条 受注者は、業務に従事する作業員（以下「作業員」という。）及び第８条第１項に規定

する業務責任者（以下「作業員等」という。）の使用者として、労働基準法（昭和22年法律第

49号）、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）、職業安定法（昭和22年法律第141号）、

最低賃金法（昭和34年法律第137号）その他関係法令を遵守するとともに、これら法令上の一切

の責任を負い、かつ、責任をもって労務管理を行うものとする。

２ 受注者は、業務遂行に伴い発生した財産上、法令上のすべての問題について責任を負うもの

とする。

（個人情報の保護）

第６条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、箕面市個人情報保護条例（平成２年箕面

市条例第１号）その他法令を遵守しなければならない。

（秘密の保持及び資料等転用の禁止等）

第７条 受注者は、業務を行う上で知り得た業務上の秘密を他人に漏らし、又は他の目的に利用

してはならない。
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２ 前項の規定は、作業員等にも適用するものとする。

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。

４ 受注者は、発注者が提供する一切のデータ、プログラム、資料等を業務以外の用に供し、又

は複製してはならない。

（受注者の業務責任者）

第８条 受注者は、業務の技術上の管理を行う業務責任者（以下「業務責任者」という。）を定

め、その氏名その他必要な事項を発注者に書面で通知しなければならない。その者を変更した

ときも、同様とする。

２ 業務責任者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統轄を行うものとする。

（業務実施計画書の提出）

第９条 受注者は、この契約締結後14日以内に仕様書に基づいて、業務実施計画書を作成し、発

注者に提出し、その承諾を得なければならない。

２ この契約の他の条項の規定により契約期間又は仕様書が変更された場合において、発注者は、

必要があると認めるときは、受注者に対して業務実施計画書の訂正を請求することができる。

３ 第１項の規定は、前項の場合について準用する。

（監督職員）

第10条 発注者は、監督職員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。そ

の者を変更したときも、同様とする。

２ 前項の監督職員（以下「監督職員」という。）は、この契約に基づく発注者の権限とされる

事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、仕様書に定めるところによ

り、次に掲げる権限を有する。

(1) 発注者の意図する成果品を完成させるための受注者又は受注者の業務責任者に対する指

示

(2) この契約の履行に関する受注者又は受注者の業務責任者との協議

(3) 業務の進捗の確認、仕様書の記載内容と履行内容との照合その他契約の履行状況の監督

３ 発注者は、２名以上の監督職員を置き前項の権限を分担させた場合にあってはそれぞれの監

督職員の有する権限の内容を、監督職員にこの契約に基づく発注者の権限の一部を委任した場

合にあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければならない。

４ 発注者が監督職員を置いたときは、この契約に定める指示等は、監督職員を経由して行うも

のとする。

（権利の帰属）

第11条 この契約により生じる一切の権利は、発注者に帰属するものとする。

（検査及び引渡し）

第12条 受注者は、業務を完了したときは、遅延なく成果品を発注者に提出し、発注者の検査を

受けなければならない。

２ 発注者は、成果品を受理したときは、その日から起算して10日以内に成果品について検査を

完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。

３ 受注者は、前項の検査に合格しないときは、発注者の指示に従い、直ちに必要な修正を行う

ものとし、当該修正が完了したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。この場合

においては、修正の完了を業務の完了とみなして前２項の規定を適用する。



- 5 -

（契約金額の支払）

第13条 受注者は前条の検査に合格したときは、適法な手続きに従って、発注者に契約金額の支

払を請求することができる。

２ 発注者は、前項の規定による受注者からの請求を受理した日から30日以内に契約金額を受注

者に支払わなければならない。

３ 発注者は、自己の責めに帰すべき事由により、前項の規定による契約金額の支払が遅れたと

きは、当該未支払金額につき、遅延日数に応じ、年３パーセントの割合で計算して得た額の遅

延利息を受注者に支払わなければならない。

（業務責任者に対する措置請求）

第14条 発注者は、業務責任者がその業務の実施につき、著しく不適切と認められるときは、受

注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することが

できる。

２ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、そ

の結果について、請求を受けた日から10日以内に発注者に通知しなければならない。

３ 受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適切と認められるときは、発注者に対

し、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。

４ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、そ

の結果について、請求を受けた日から10日以内に受注者に通知しなければならない。

（地元関係者との協議等）

第15条 地元関係者等との協議等が必要な場合においては、この協議等は、受注者が行うものと

する。この場合において、必要に応じて、発注者は受注者に指示し、又はこれに協力する。

（事故発生時の報告）

第16条 受注者は、業務の処理に関し、事故その他契約の履行を行い難い事由が生じたときは、

直ちに発注者に報告し、その指示に従うものとする。

（業務内容の変更等）

第17条 発注者は、必要がある場合には、受注者と協議の上、業務の内容を変更し、又は業務を

一時中止することができる。この場合において、契約金額又は契約期間を変更する必要がある

ときは、発注者受注者協議の上、書面においてこれを定めるものとする。

（調査等）

第18条 発注者は、必要と認めるときは、受注者に対して業務の処理状況につき調査し、又は報

告を求めることができる。

（履行遅滞）

第19条 受注者は、契約期間内に業務を完了することができないことが明らかになったときは、

発注者に対して遅滞なく、その理由を付した書面により契約期間の延長を求めることができる。

この場合において、その延長日数は発注者受注者協議の上、これを定めるものとする。

２ 受注者は、前項の場合において、その理由が受注者の責めに帰するものであるときは、契約

金額（履行が可分の契約であるときは、履行遅滞となった部分の契約金額）につき、その延長

日数に応じ、年３パーセントの割合で計算して得た額の遅滞料を発注者に支払わなければなら

ない。

（不履行責任）
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第20条 受注者は、業務について、契約書に定められたとおり履行できないことが明らかになっ

たときは、遅滞なく発注者に報告しなければならない。

２ 受注者は、前項の場合において発注者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければな

らない。

（損害賠償）

第21条 受注者は、業務の処理に当たり、この契約書及びこの契約書に基づく発注者の指示に違

反して、発注者又は第三者に損害を与えた場合は、発注者の責めに帰すべき事由による場合を

除き、その損害を賠償しなければならない。

２ 前項の損害のうち、発注者に過失が認められる場合は、発注者受注者共同してその損害を賠

償するものとする。

３ 発注者は、受注者が債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき

は、これによって生じた損害の賠償を受注者に対し請求することができる。ただし、その債務

の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事

由によるものであるときは、この限りでない。

（発注者の任意解除権）

第22条 発注者は、次条又は第23条の２の規定によるほか、必要があるときは、この契約を解除

することができる。

（発注者の解除権）

第23条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履

行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約の全部又は一部を解除することがで

きる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がその契約及び取引上の社会通念

に照らして軽微であるときは、この限りでない。

(1) 正当な理由なくこの契約の全部又は一部を履行しないとき。

(2) 受注者の責めに帰する理由により契約期間内に業務を完了しないとき、又は完了する見込

みがないと明らかに認められるとき。

(3) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。

２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、前項の催告をすることなく、直

ちにこの契約を解除することができる。

(1) 第３条の規定に違反して、本契約から生じる債権を譲渡したとき。

(2) 受注者の債務の全部の履行が不能であるとき。

(3) 受注者がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

(4) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶

する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達するこ

とができないとき。

(5) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をしなけれ

ば契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期

を経過したとき。

(6) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前項の催告をして

も契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。

(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条
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第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条に

おいて同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者に本契約から生じる債権を譲

渡したとき。

(8) この契約の締結又は履行に当たり不正な行為をしたとき。

(9) 故意又は過失により発注者に重大な損害を与えたとき。

(10) 第25条の規定によらないで受注者からこの契約の解除の申し入れがあったとき。

(11) 第４条第４項の規定により、発注者から委任又は下請契約の解除を求められた場合にお

いて、受注者がこの求めに応じなかったとき。

(12) 受注者が次のいずれかに該当するとき。

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその法人

の役員又はその支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。)を代表す

るものをいう。）又は経営に事実上参加している者が暴力団員であると認められるとき。

イ 役員等又は経営に事実上参加している者が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を

図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし

たと認められるとき。

ウ 役員等又は経営に事実上参加している者がいかなる名義をもってするかを問わず、暴力

団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に与えたと認められる

とき。

エ 役員等又は経営に事実上参加している者が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められるとき。

オ 第４条第１項の規定により第三者に委任し、又は請け負わせようとするときの契約又は

資材､原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がアからエに規定する行為を行

う者であると知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

３ 次に掲げる場合には、発注者は、第１項の催告をすることなく、直ちに契約の一部の解除を

することができる。

(1) 債務の一部の履行が不能であるとき。

(2) 受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

第23条の２ 発注者は、この契約に関し、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ち

にこの契約を解除することができる。

(1) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止

法」という。）第８条の４第１項の規定による必要な措置を命ぜられたとき。

(2) 独占禁止法第７条第１項若しくは第２項（同法第８条の２第２項及び第20条第２項におい

て準用する場合を含む。）、第８条の２第１項若しくは同条第３項、同法第17条の２又は同

法第20条第１項の規定による排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）を受けたとき。

(3) 独占禁止法第７条の２第１項（同条第２項及び同法第８条の３において読み替えて準用す

る場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を受けたと

き、又は同法第７条の２第１項の規定により課徴金を納付すべき事業者が、同条第10項の規

定により納付命令を受けなかったとき。

(4) 刑法（明治40年法律第45号）第96条の６若しくは第198条又は独占禁止法第３条の規定に
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よる刑の容疑により刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第247条の規定に基づく公訴を提起

されたとき（受注者の役員又はその使用人が当該公訴を提起されたときを含む。）。

(5) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項第２号に該当すると認めら

れたとき。

(6) 第４条の規定に違反したとき。

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第24条 第23条又は前条に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、

発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。

（受注者の解除権）

第25条 受注者は、発注者がこの契約に違反し、それにより業務を完了することが不可能となっ

たときは、書面をもって発注者に通告することによって、この契約を解除することができる。

ただし、受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、この限りでない。解除するこ

とができる場合において、発注者に未払となっている契約金額があるときは、受注者の発注者

に対する当該契約金額及びこれに係る年３パーセントの割合による遅延利息の請求を妨げな

い。

（契約が解除された場合等の違約金）

第26条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、違約金として、契約金額の

年額相当額の100分の５に相当する額を、発注者の指定する日までに、発注者に支払わなければ

ならない。

(1) 第23条の規定によりこの契約が解除された場合

(2) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の

債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。

(1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75

号）の規定により選任された破産管財人

(2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第

154号）の規定により選任された管財人

(3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第

225号）の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合において、第２条第１項の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保

の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当する

ことができる。

４ 第１項及び前項の規定による違約金の支払いは、別に損害賠償の請求を妨げるものではない。

５ 受注者は、この契約により、発注者に支払うべき債務が生じた場合において、その債務額を

発注者の指定する期限内に納付しないときは、指定期限日の翌日から納付の日までの日数に応

じ債務額に対して年３パーセントの割合で算出した金額を遅滞料として併せて発注者に納付し

なければならない

（賠償額の予定等）

第27条 受注者は、この契約に関し、次の各号のいずれかに該当するときは、賠償金として契約

金額の総額の100分の20に相当する額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。こ
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の場合において、発注者がこの契約を解除するか否かを問わず、業務が完了した後も同様とす

る。

(1) 受注者に違反行為があったとして公正取引委員会が行った排除措置命令が確定したとき。

(2) 受注者に違反行為があったとして公正取引委員会が行った納付命令が確定したとき、又は

独占禁止法第７条の２第１項の規定により課徴金を納付すべき事業者が、同条第10項の規定

により納付命令を受けなかったとき。

(3) 第23条の２第４号に規定する刑が確定したとき。

(4) 第23条の２第５号に該当したとき。

２ 受注者が第４条第１項の規定に違反し、業務の全部を第三者に委任し、又は請け負わせたと

きは、受注者は、契約金額の総額の100分の10に相当する額を発注者が指定する期間内に支払わ

なければならない。前項後段の規定は、この場合について準用する。

３ 前２項の場合において、発注者に生じた実際の損害額が前２項に規定する賠償額を超えると

きは、受注者は、超過額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

（契約終了後の処理）

第28条 この契約が契約解除その他の理由により終了したときは、受注者は、発注者が貸与した

データ、その他資料の一切を速やかに発注者へ返却しなければならない。取込済みデータは、

抹消しなければならない。

２ 受注者は、前項の規定による返却又は抹消のために支出した経費について、名目の如何を問

わず、発注者に対しその補償又は金員を請求することができない。

（相殺）

第29条 発注者は、受注者に対して有する金銭債権があるときは、受注者が発注者に対して有す

る保証金返還請求権、契約金額請求権及びその他の債権と相殺することができる。

２ 前項の場合において、相殺して、なお不足があるときは、受注者は、発注者の指定する期間

内に当該不足額を支払わなければならない。

（紛争の処理）

第30条 受注者は、この契約に関し、第三者との間に発注者の責めに帰さない紛争が生じたとき

は、受注者の責任と負担においてその一切の処理をするものとする。

（消費税等額の変動）

第31条 この契約締結後、消費税法（昭和63年法律第108号）等の改正等によって消費税等額に変

動が生じた場合は、発注者は、この契約をなんら変更することなく契約金額に相当額を加減し

て支払う。

（疑義等の決定）

第 32 条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、発注者受注者

協議の上、これを定めるものとする。
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（別紙）

公有用地取得及び処分にかかる不動産鑑定評価書作成

及び関連調査業務委託

単価表

※公共事業に係る不動産鑑定報酬基準に準じ、次ページ単価表を適用する。

項目 単価(税抜き)

公有用地取得及び処分にかかる不動産

鑑定評価書作成及び関連調査業務

２８０，８００円

割引率２０％
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※割引率適用後の単価表となります。

837,000 円に 1,150,000 円に 1,203,000 円に 991,000 円に 1,097,000 円に 1,044,000 円に 1,097,000 円に

19,000 円を加算 26,000 円を加算 22,000 円を加算 20,000 円を加算 21,000 円を加算 21,000 円を加算 21,000 円を加算

1,084,000 円に 1,488,000 円に 1,489,000 円に 1,251,000 円に 1,370,000 円に 1,317,000 円に 1,370,000 円に

14,000 円を加算 17,000 円を加算 17,000 円を加算 14,000 円を加算 14,000 円を加算 14,000 円を加算 14,000 円を加算

1,434,000 円に 1,913,000 円に 1,914,000 円に 1,601,000 円に 1,720,000 円に 1,667,000 円に 1,720,000 円に

13,000 円を加算 16,000 円を加算 16,000 円を加算 12,000 円を加算 12,000 円を加算 12,000 円を加算 12,000 円を加算

2,084,000 円に 2,713,000 円に 2,714,000 円に 2,201,000 円に 2,320,000 円に 2,267,000 円に 2,320,000 円に

10,000 円を加算 12,000 円を加算 12,000 円を加算 10,000 円を加算 10,000 円を加算 10,000 円を加算 10,000 円を加算

6,084,000 円に 7,513,000 円に 7,514,000 円に 6,201,000 円に 6,320,000 円に 6,267,000 円に 6,320,000 円に

8,000 円を加算 10,000 円を加算 10,000 円を加算 8,000 円を加算 8,000 円を加算 8,000 円を加算 8,000 円を加算

単価表 (単位：円）

　　　　　　類型

評価額

５百万円まで 193,000 289,000 145,000 193,000 193,000 193,000

１０百万円まで 241,000 338,000 169,000 217,000 217,000 217,000

１５百万円まで 157,000 313,000 410,000 205,000 265,000 253,000 265,000

２０百万円まで 181,000 362,000 458,000 229,000 313,000 277,000 313,000

２５百万円まで 199,000 398,000 494,000 253,000 349,000 301,000 349,000

３０百万円まで 211,000 422,000 518,000 277,000 373,000 325,000 373,000

４０百万円まで 229,000 458,000 554,000 313,000 410,000 362,000 410,000

５０百万円まで 253,000 494,000 590,000 349,000 446,000 398,000 446,000

６０百万円まで 277,000 518,000 614,000 373,000 470,000 422,000 470,000

８０百万円まで 313,000 554,000 651,000 410,000 506,000 458,000 506,000

１００百万円まで 351,000 592,000 689,000 448,000 544,000 496,000 544,000

１２０百万円まで 379,000 620,000 717,000 476,000 572,000 524,000 572,000

１５０百万円まで 413,000 654,000 751,000 510,000 606,000 558,000 606,000

１８０百万円まで 449,000 685,000 781,000 540,000 637,000 588,000 637,000

２１０百万円まで 478,000 704,000 800,000 559,000 656,000 607,000 656,000

２４０百万円まで 507,000 724,000 820,000 579,000 676,000 627,000 676,000

２７０百万円まで 536,000 743,000 839,000 598,000 695,000 646,000 695,000

３００百万円まで 564,000 762,000 858,000 617,000 714,000 665,000 714,000

３５０百万円まで 589,000 787,000 880,000 643,000 739,000 691,000 739,000

４００百万円まで 611,000 819,000 904,000 673,000 770,000 722,000 770,000

４５０百万円まで 632,000 851,000 928,000 704,000 802,000 753,000 802,000

５００百万円まで 654,000 882,000 952,000 734,000 833,000 784,000 833,000

５５０百万円まで 676,000 914,000 977,000 765,000 864,000 815,000 864,000

６００百万円まで 698,000 946,000 1,001,000 795,000 896,000 845,000 896,000

７００百万円まで 721,000 979,000 1,030,000 827,000 928,000 877,000 928,000

８００百万円まで 744,000 1,013,000 1,064,000 860,000 962,000 910,000 962,000

９００百万円まで 768,000 1,047,000 1,099,000 893,000 995,000 944,000 995,000

１，０００百万円まで 791,000 1,081,000 1,133,000 926,000 1,029,000 977,000 1,029,000

１，１００百万円まで 814,000 1,116,000 1,168,000 959,000 1,063,000 1,010,000 1,063,000

１，２００百万円まで 837,000 1,150,000 1,203,000 991,000 1,097,000 1,044,000 1,097,000

１億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに

１億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに

１億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに

１億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに

１億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに １億円ごとに

意見書(1件につき） 40,000

A
宅地又は建物の

所有権

B
宅地見込地の所

有権

C
農地、林地、原

野、池沼、墓地、
雑種地の所有権、

家賃

D
宅地の借地権、

底地（貸地）の所
有権、地役権

E
区分地上権

及び地代

F
自用の建物及び

その敷地の所有
権

G
建物の区分所有

権

145,000

　1,200百万円を超え
　2,500百万円までの
もの

　2,500百万円を超え
　5,000百万円までの
もの

　5,000百万円を超え
10,000百万円までの
もの

10,000百万円を超え
50,000百万円までの
もの

50,000百万円を超え
るもの


